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■事業報告
業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

1

（１）監査委員会の職務の執行のため、監査委員の職務を補助する専属の使用人を配置するなど独立性を担保するとと
もに、監査委員の職務の執行に際して生ずる費用又は債務の処理についての社内規程を定め、適切に処理していま
す。
また、監査委員会への報告に関する体制を整備し、内部統制部門より当社及び子会社に関する情報を監査委員会

に報告するとともに、内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告しています。
さらに、監査委員は、執行役会議等重要な会議への出席、執行役等との対話並びに当社事業所及び子会社幹部へ

のヒアリング等の調査を実施するとともに、会計監査人及び監査担当執行役／上席執行役員から定期的な報告を受
け、監査の方針・方法、実施状況及び結果等の協議を行っています。
項目 決議事項 運用状況

監査委員会の
職務の執行の
ため必要な
ものとして
法務省令で
定める事項

・監査委員会の職務を補助する専属の使
用人を配置する。

・人事担当部長は、監査委員会の職務を
補助する専属の使用人の人事考課及び
人事異動に際して、監査委員と協議す
る。

・当社及び子会社に関する情報を、当社
内部統制部門を通じて監査委員会に報
告するための体制を定める。

・常勤監査委員に対し、執行役会議等の
重要な会議への出席の機会を提供する。

・当社及び子会社に関する情報を監査委
員会に報告した者を保護する社内規
程・体制を定める。

・監査委員の職務の執行に際して生ずる
費用又は債務の処理に関する社内規程
を定める。

・その他監査委員会の監査に関わる以下
の体制を定める。
-当社及び子会社の調査の実施。
-会計監査人及び監査担当執行役／上席
執行役員との定期的な報告会等を通じ
た、監査の方針・方法、実施状況及び
結果等の協議。
-監査委員会の監査実効性確保のために
行われる監査委員と執行役等（執行部
門）との対話。

・監査委員会の職務を補助する専属の使用人を配置し、監
査委員会の職務を補助している。

・人事担当部長は、監査委員会の職務を補助する専属の使
用人の人事考課及び人事異動に際して、監査委員と協議
している。

・情報の種類に応じた報告体制を定め、内部統制部門より
当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告してい
る。

・内部監査結果について、内部監査人より監査担当執行
役／上席執行役員を通じ監査委員会に定期的に報告して
いる。

・内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報
告している。

・当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告した者
を保護する社内規程・体制を定め、周知徹底している。

・監査委員の職務の執行に際して生ずる費用又は債務の処
理について社内規程を定め、適切に処理している。

・監査委員は、執行役会議等重要な会議への出席、執行役
等との対話並びに当社事業所及び子会社幹部へのヒアリ
ング等の調査を実施している。

・監査委員会は、会計監査人及び監査担当執行役／上席執
行役員から定期的に報告を受け、意見交換等を行い、監
査の方針・方法、実施状況及び結果等を協議している。
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（２）三菱電機グループの業務の適正を確保するために必要な社内規程・体制等を定めるとともに、当該体制について
は、各執行役が自己の分掌範囲について責任を持って構築し、重要事項については執行役会議を開催して審議を行
っています。
また、運用状況については各執行役が自ら定期的に点検し、内部統制部門が内部統制体制、規程等の整備・運用

状況等の点検を実施するとともに、内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告しています。
さらに、当該体制の運用状況について、内部監査人が監査を行い、監査担当執行役／上席執行役員を通じ、監査

の結果を定期的に監査委員会に報告しています。
項目 決議事項 運用状況

執行役の職務
の執行が法令
及び定款に
適合すること
を確保する
ための体制

・執行役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための社内規
程を定める。その運用状況は、内部監
査人が監査を行う。

・コンプライアンスに関する社内規程を
設け、コンプライアンス推進に必要な
体制を整備する。

・執行役の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための社
内規程を定め、これらに基づき職務
執行を行っている。

・コンプライアンスに関する社内規程
を設け、これに基づき各種コンプラ
イアンス活動を実行している。

・全執行役を対象に定期的にコンプラ
イアンス教育を実施するとともに、
法改正や社会動向を踏まえた執行役
としての留意事項を提供している。

三菱電機グループ
における業務の適
正を確保するため
の体制について
は、各執行役が自
己の分掌範囲につ
いて責任を持って
構築し、運用状況
について自ら定期
的に点検してい
る。
また、内部統制
部門が内部統制
体制、規程等の
整備・運用状況
等の点検を実施
するとともに、
内部通報制度を
整備し、その内
容について監査
委員に報告して
いる。
当該体制の運用
状況については、
内部監査人が監
査を行い、監査
担当執行役／上
席執行役員を通
じ、監査の結果
を定期的に監査
委員会に報告し
ている。

その他株式
会社の業務
並びに当該
株式会社及び
その子会社
から成る企業
集団の業務の
適正を確保
するために
必要なものと
して法務省令
で定める体制
の整備

・執行役の職務の執行に係る情報の保存
及び管理に関する社内規程を定める。
その運用状況は、内部監査人が監査を
行う。

・損失の危険の管理に関する体制は、各
執行役が自己の分掌範囲について責任
を持って構築する。重要事項について
は、執行役会議で審議を行う。その運
用状況については、内部監査人が監査
を行う。
また、全社経営への重大な影響が予想
される緊急事態に備え、全社緊急対策
室及びその他の機能に関する社内規程
を定める。

・経営の効率性の確保は、各執行役が自
己の分掌範囲について責任を持って行
う。
また、各執行役において全社的な問題
を共有・議論できる環境を整備する。
重要事項については、執行役会議で審
議を行う。その運用状況については、
内部監査人が監査を行う。

・使用人の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための以下の
体制を定める。その運用状況について
は、内部監査人が監査を行う。
-倫理・遵法に関する社内規程及び行動
規範の制定。
-内部通報制度の実施。

・執行役の職務の執行に係る情報の保
存及び管理に関する社内規程を定
め、情報の保存及び管理を適切に行
っている。

・損失の危険の管理に関する体制は、
各執行役が自己の分掌範囲について
責任を持って構築するとともに、重
要事項については執行役会議を開催
して審議を行っている。

・全社経営への重大な影響が予想され
る緊急事態に備え、全社緊急対策室
及びその他の機能に関する社内規程
を定め、協議・対応している。

・経営の効率性の確保は、各執行役が
自己の分掌範囲について責任を持っ
て行うとともに、重要事項について
は執行役会議を開催して審議を行っ
ている。
また、全社的な問題について執行役
間で共有・議論を行っている。

・倫理・遵法に関する社内規程及び行
動規範を制定し、これらに基づき職
務執行を行っている。

・使用人を対象に、定期的にコンプラ
イアンスに関する各種の教育を実施
している。

・三菱電機グループにおける業務の適正
を確保するための以下の体制を定める。
-当社の各執行役は、自己の分掌範囲に
おける子会社を管理。
-三菱電機グループ共通の行動規範の制
定。
-横断的に三菱電機グループ会社の管理
を行う専門の組織の設置。
-三菱電機グループ会社の職務執行に係
る事項の報告、損失の危険の管理及び
職務執行の効率性確保に関する体制を
構築するとともに、管理基準を制定。
重要事項については、当社の執行役会
議で審議・報告。
-内部監査人による子会社の監査の実
施。

・各執行役が自己の分掌範囲における
子会社について責任を持って管理し
ている。

・三菱電機グループ共通の行動規範を
制定し、周知徹底している。

・関係会社管理を行う専門の組織を設
置し、三菱電機グループ会社の横断
的な管理を行っている。

・三菱電機グループにおける業務の適
正を確保するため、三菱電機グルー
プ会社の管理基準を定めるととも
に、三菱電機グループ会社の重要事
項については執行役会議を開催して
審議・報告を行っている。
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■連結計算書類

3

連 結 持 分 変 動 計 算 書
（２０２５年４月１日から ２０２６年３月３１日まで）

（単位：百万円）

科 目

親会社株主に帰属する持分

非支配持分 資本
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式 合計

期首残高 175,820 186,741 3,304,481 354,459 △71,823 3,949,678 126,688 4,076,366

当期純利益 407,758 407,758 26,012 433,770

その他の包括利益（△損失）
（税効果調整後） 338,292 338,292 11,319 349,611

当期包括利益 ― ― 407,758 338,292 ― 746,050 37,331 783,381

利益剰余金への振替 210,171 △210,171 ― ―

株主への配当 △113,621 △113,621 △17,991 △131,612

自己株式の取得 △101,426 △101,426 △101,426

自己株式の処分 △739 2,160 1,421 1,421

非支配持分との取引等 2,164 2,164 △301 1,863

期末残高 175,820 188,166 3,808,789 482,580 △171,089 4,484,266 145,727 4,629,993
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連結注記表

4

１．連結計算書類の作成基準
当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）に準拠して作成

しております。ただし、同項後段の規定に準拠して、IFRSにより要請される記載及び注記の一部を省略しておりま
す。

２．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数２５６社、持分法適用会社数３８社
なお、三菱電機ミドルイースト・アフリカ・アンド・シーアイエス社は当社の持分法適用会社から連結子会社と

なりました。また、米国のNozomi Networks, Inc.の全持分(当社の既存持分を除く)を取得し、2026年1月28日
に完全子会社化しました。これらの詳細については、「１1．その他の注記 (2)企業結合に関する注記」に記載して
おります。

３．重要な会計方針
(1)金融商品の評価基準及び評価方法
①非デリバティブ金融資産
(ⅰ)償却原価で測定する金融資産
契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて資産

を保有しており、かつ契約条件により元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが
特定の日に生じる資産は、償却原価で測定する金融資産に分類しております。償却原価で測定する金融資産は、
公正価値で当初認識し、当初認識後は実効金利法による償却累計額を加減し貸倒引当金を調整した金額で測定
しております。
(ⅱ)公正価値で測定する金融資産
主に取引関係維持・強化を目的として保有している資本性金融商品をその他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産に指定しており、これ以外の金融商品を当期純利益を通じて公正価値で測定する金融資産に
分類しております。
・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で当初認識し、当初認識後の公正価値
の変動をその他の包括利益として認識しております。

・当期純利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で当初認識し、当初認識後の公正価値の変動
を当期の純損益として認識しております。

②非デリバティブ金融負債
(ⅰ)当期純利益を通じて公正価値で測定する金融負債
条件付対価に係る負債は、当期純利益を通じて公正価値で測定する金融負債に分類しております。 当期純利

益を通じて公正価値で測定する金融負債は、公正価値で当初認識し、当初認識後の公正価値の変動を当期の純
損益として認識しております。
(ⅱ)償却原価で測定する金融負債
当期純利益を通じて公正価値で測定する金融負債以外の金融負債は、償却原価で測定する金融負債に分類し

ております。償却原価で測定する金融負債は、公正価値で当初認識し、当初認識後は実効金利法による償却累
計額を加減した金額で測定しております。

③デリバティブ
契約が締結された時点の公正価値で当初測定し、その後も公正価値で再測定し、再測定の結果生じる利得又は

損失を純損益に認識しております。ただし、キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分はその他の包括利益として
認識しております。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。正味実現可能価額は、通

常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控除した額をいいます。取
得原価の算定にあたっては、仕掛品のうち注文製品については個別法、仕込製品については総平均法を使用して
おります。原材料及び製品については原則として総平均法を使用しております。

(3)有形固定資産の評価基準及び減価償却方法
①有形固定資産
有形固定資産の測定については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した価額で表示しております。減価償却は、見積耐用年数にわたり、主として定率法により償却しております
が、一部の資産は定額法により償却しております。
②使用権資産
リース期間が12ヵ月以内に終了するリース及び原資産が少額であるリースを除く全てのリースについて、使用

権資産を認識しております。
使用権資産は取得原価で当初測定しており、取得原価はリース負債の当初測定額等で構成されております。リ

ース負債は、リース開始日時点での残存リース料を、主に借手の追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で
当初測定しております。当初認識後の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減
損損失累計額を控除した価額で表示しております。
減価償却は、耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、当社グループが所有する固定資産に対す

る減価償却と同様の方法により償却しております。
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(4)非金融資産の減損
棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社及び連結子会社の非金融資産は、減損の兆候の有無を判断しており、減

損の兆候が存在する場合は、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額を見積り、減損テストを実施しておりま
す。のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、減損の兆候の有無に関わらず少なくとも1年に一
度、同時期に減損テストを実施しております。資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する
場合には、減損損失を当期の純損益として認識しております。

(5)引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として、当社及び連結子会社が、現在の法的又は推定的債務を負っており、当該

債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りが
できる場合に認識しております。貨幣の時間的価値が重要である場合、引当金は、見積将来キャッシュ・フロー
を貨幣の時間的価値及び当該負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いておりま
す。

(6)退職後給付の会計処理
確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予測単位積増方式を用いて算

定しております。
割引率は、期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。
確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除して算定し

ております。
確定給付制度の再測定による変動は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識し、直ちに利益剰

余金に振り替えております。過去勤務費用は、発生した期の純損益として認識しております。

(7)収益
当社及び連結子会社は、IFRS第9号に基づく利息及び配当収益等を除き、以下の5ステップアプローチに基づ

き、顧客への財やサービスの移転との交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識し
ております。
ステップ1：顧客との契約を識別する。
ステップ2：契約における履行義務を識別する。
ステップ3：取引価格を算定する。
ステップ4：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ5：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。
家庭電器・半導体・産業用機器等の大量生産製品は、顧客が製品を受け入れた時点で収益を計上しております。

一部の検収を必要とする製品は、顧客が製品を受け入れ、当社及び連結子会社が当該製品に関して所定の性能が
達成されていることを実証し、顧客による最終的な動作確認のうち重要となり得ないものを残すのみとなった時
点で収益を計上しております。取引の対価は、履行義務を充足したのち概ね1年以内に受領しております。
保守契約は、契約期間にわたり保守を実行し、その期間に応じて収益を計上しております。
一定の要件を満たす特定の工事請負契約は、進捗度を合理的に測定できる場合には、当該進捗度に応じて収益

を計上しております。進捗度を合理的に測定できない場合には、原価回収基準を適用しております。進捗度は、
当期までの発生費用を工事完了までの見積総費用と比較することにより測定しております。工事完了までの見積
総費用については、工事の進捗等に伴い発生費用に変更が生じる可能性があることから、その見積り及び仮定を
継続的に見直しております。
収益を認識する金額は、製品又はサービスと交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映した金額としており

ます。製品、機器、据付及び保守等の組み合わせを含む複数の要素のある取引契約については、提供された製
品・サービス等が単品として独立の価値をもつ場合に、各構成要素を個別の履行義務として取り扱い、各構成要
素の独立販売価格の比に基づいて取引価格を配分しております。
リベート、値引き等、事後的な対価の変動を含む取引契約については、見積りと実績に重要な乖離が生じない

範囲で当該変動価格を考慮し、取引価格を決定しております。
価格決定の裁量権がない、在庫リスクを有していない、契約履行に関して他の当事者が主たる責任を負ってい

る等の取引契約については、収益を純額ベースで認識しております。

４．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に

係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりとなります。
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(1)一定の期間にわたり履行義務を充足する契約における見積総費用
インフラ部門、ライフ部門及びデジタルイノベーション部門における一定の要件を満たす特定の工事請負契約

については、当該工事請負契約の当期末時点の進捗度に応じて収益を計上しております。当連結会計年度のイン
フラ部門、ライフ部門及びデジタルイノベーション部門の売上高(注)はそれぞれ1,463,400百万円、2,318,257
百万円、158,021百万円であり、このうちの一部が工事請負契約に基づき進捗度に応じて計上している収益とな
ります。進捗度は、当連結会計年度までの発生費用を工事完了までの見積総費用と比較することにより測定して
おります。見積総費用は、契約ごとに当該工事請負契約の契約内容、要求仕様、技術面における新規開発要素の
有無、過去の類似契約における発生原価実績などのさまざまな情報に基づいて算定しております。
見積総費用は、将来の状況の変化によって変動する可能性があり、見積りと実績が乖離した場合は、翌連結会

計年度の連結計算書類における収益の金額に重要な影響を与える可能性があります。
（注）各部門の売上高には、部門間の内部売上高（振替高）を含めて表示しております。

(2)引当金の認識及び測定
受注工事損失引当金は、インフラ部門、ライフ部門及びデジタルイノベーション部門における工事請負契約に

おいて、当該工事の見積総費用が請負受注金額を超える可能性が高く、かつ予想される損失額を合理的に見積も
ることができる場合に、将来の損失見込額を計上しております。当連結会計年度末における受注工事損失引当金
の残高は、44,500百万円であります。見積総費用は、契約ごとに当該工事請負契約の契約内容、要求仕様、技術
面における新規開発要素の有無、過去の類似契約における発生原価実績などのさまざまな情報に基づいて算定し
ております。
製品保証引当金は、製造上やその他の不具合に対する製品保証について、期末日現在において将来の費用発生

の可能性が高く、その金額を合理的に見積もることができる場合に計上しております。将来の発生費用は、主に
過去の無償工事実績及び補修費用に関する現状に基づいて見積っております。当連結会計年度末における製品保
証引当金の残高は、84,420百万円であります。
受注工事損失引当金における見積総費用及び製品保証引当金における発生費用の見積り額は、将来の状況の変

化によって変動する可能性があり、見積りと実績が乖離した場合は、翌連結会計年度の連結計算書類における受
注工事損失引当金及び製品保証引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(3)有形固定資産、のれん及び無形資産の回収可能価額
有形固定資産、のれん及び無形資産の減損テストにおいて、資産又は資金生成単位の見積回収可能価額は、使

用価値と処分コスト控除後の公正価値のうちいずれか大きい方の金額としております。使用価値の算定における
見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用い
て現在価値に割り引いております。処分コスト控除後の公正価値は、将来予測及び永久成長率を基礎とした見積
将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算定しております。資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回
収可能価額を超過する場合には、減損損失を認識しております。当連結会計年度に有形固定資産、のれん及び無
形資産等において867百万円の減損損失を計上し、当連結会計年度末の有形固定資産の残高は1,078,137百万円、
のれん及び無形資産の残高は475,232百万円となりました。
見積将来キャッシュ・フロー及び処分コスト控除後の公正価値の見積りは、将来の状況の変化によって変動す

る可能性があり、見積りの変動によって翌連結会計年度の連結計算書類における有形固定資産、のれん及び無形
資産の減損損失の認識に重要な影響を与える可能性があります。
これらの前提条件を用いた見積りは、合理的であると判断しておりますが、翌連結会計年度において、経済環境

の変化等により、見直しが必要となった場合、減損損失の計上が必要となる可能性があります。

(4)繰延税金資産の回収可能性
繰延税金資産は、将来減算一時差異、未使用の繰越欠損金及び繰越税額控除のうち、将来課税所得に対して利

用できる可能性が高いものに限り認識しております。繰延税金資産の実現可能性の評価にあたり、将来課税所得
を見積り、繰延税金資産の一部又は全部が実現する可能性が実現しない可能性より高いかどうかを考慮しており
ます。当連結会計年度末における繰延税金資産の残高は116,775百万円であります。
将来課税所得の見積りは、将来の状況の変化によって変動する可能性があり、見積りの変動によって翌連結会

計年度の連結計算書類における繰延税金資産の認識に重要な影響を与える可能性があります。

(5)確定給付制度債務の測定
確定給付制度債務は、割引率、退職率、一時金選択率や死亡率など年金数理計算上の基礎率に基づき算定して

おります。割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した
期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。当連結会計年度末における退職給付に係る資産
の残高は969,768百万円及び退職給付に係る負債の残高は133,587百万円であります。
年金数理計算上の基礎率は、将来の状況の変化によって変動する可能性があり、実績との差異又は基礎率自体

の変更によって、翌連結会計年度の連結計算書類における確定給付制度債務の金額に重要な影響を与える可能性
があります。
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(6)金融商品の公正価値
金融商品のうち、非上場株式及び出資金の公正価値については、投資先の純資産等に関する定量的な情報及び

投資先の将来キャッシュ・フローに関する予想等を総合的に勘案して算定しております。当連結会計年度末にお
ける非上場株式及び出資金に関する資産の残高は164,807百万円であります。
公正価値の見積りは、将来の状況の変化によって変動する可能性があり、投資先の業績や将来キャッシュ・フ

ロー等の見積りの前提条件が変動した場合は、翌連結会計年度のその他の包括利益の金額に影響を与える可能性
があります。

５．連結財政状態計算書に関する注記
(1)資産から直接控除した貸倒引当金 20,614百万円
(2)有形固定資産の減価償却累計額 2,936,357百万円
減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

(3)その他の包括利益（△損失）累計額
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 31,462百万円
在外営業活動体の換算差額 451,040百万円
キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動額 78百万円

(4)保証債務 1,231百万円

６．連結持分変動計算書に関する注記
(1)当連結会計年度末の発行済株式及び自己株式の種類及び総数
発行済株式 普通株式 2,113,201,551株
自己株式 普通株式 66,765,775株
（注）自己株式には、役員報酬BIP(Board Incentive Plan)信託口が保有する当社株式1,298,369株を含めており

ます。
(2)配当に関する事項
配当金支払額 113,621百万円

７．金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項

当社及び連結子会社は、容易に換金可能でかつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得後3ヵ月以内
に満期となる短期投資を中心に資金運用を行っており、これらは現金及び現金同等物に計上しております。資金
調達については、金融機関からの借入金又は社債発行等により実施しております。
売上債権及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、外部機関での調査を行った上で、取引先に対して与信限度

額を設定し顧客の財務状況を定期的にモニタリングすることなどにより、信用リスクに応じた取引限度額を設定
し管理しております。
その他の金融資産は主として資本性金融商品であり、定期的に公正価値を把握し管理しております。また、デ

リバティブ取引を外国為替相場及び金利相場の変動による市場リスクを回避する目的で利用しており、短期的な
売買差益を獲得する目的や投機目的で利用することはありません。

(2)金融商品の公正価値等に関する事項
当社グループは、測定に用いたインプットの観察可能性に応じた公正価値測定額を、レベル1からレベル3まで

分類しております。
レベル1：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格
レベル2：レベル1以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値
レベル3：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

レベル間の振替が行われた金融商品の有無は毎期末日に判断しております。当連結会計年度において、その他
の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産として保有する株式の一部について、連結子会社化したことに
伴いレベル3から除いています。
レベル3に区分した金融商品について、観察不能なインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合

に、重要な公正価値の増減は見込まれていません。

①償却原価で測定する金融商品
償却原価で測定する金融商品の公正価値の測定方法、帳簿価額及び公正価値は以下のとおりとなります。

（社債及び借入金（1年内返済予定を含む長期））
社債は、日本証券業協会の売買参考統計値を用いて算定しており、観察可能な市場データを利用して公正価

値を算定しているため、レベル2に分類しております。借入金は、将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約
を実行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、観察可能な市場データを利用し
て公正価値を算定しているため、レベル2に分類しております。

（単位：百万円）
帳簿価額 公正価値

社債及び借入金
（1年内返済予定を含む長期） 150,463 145,457

（注）上記以外の償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値は、帳簿価額と近似しております。
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②経常的に公正価値で測定する金融商品
経常的に公正価値で測定する金融商品の公正価値の測定方法、公正価値は以下のとおりとなります。

（資本性金融商品及び負債性金融商品）
上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しており、活発な市場における同一の資産

の市場価格で公正価値を算定しているため、レベル1に分類しております。
非上場株式、出資金及び負債性金融商品の公正価値については、投資先の純資産等に関する定量的な情報及

び投資先の将来キャッシュ・フローに関する予想等を総合的に勘案して算定しており、観察不能な指標を用い
た評価技法により公正価値を算定しているため、レベル3に分類しております。

（デリバティブ資産、デリバティブ負債）
デリバティブは、当期純利益を通じて公正価値で測定する金融資産又は金融負債として、市場金利や外国為

替銀行の相場等に基づいて算定しており、観察可能な市場データを利用して公正価値を算定しているため、レ
ベル2に分類しております。

（条件付対価）
条件付対価に係る負債の公正価値については、契約相手に支払う可能性がある金額について、その発生確率

を加味した現在価値で算定しており、観察不能な指標を用いた評価技法により公正価値を算定しているため、
レベル3に分類しております。

（単位：百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

資本性金融商品 74,504 ― 158,152 232,656

負債性金融商品 ― ― 6,655 6,655

デリバティブ資産 ― 1,780 ― 1,780

資産合計 74,504 1,780 164,807 241,091

デリバティブ負債 ― 6,520 ― 6,520

条件付対価 ― ― 1,838 1,838

負債合計 ― 6,520 1,838 8,358

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり親会社株主帰属持分 2,191円26銭
基本的１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益 198円31銭
希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益 198円31銭

９．重要な後発事象に関する注記
重要な後発事象はありません。
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１０．収益認識に関する注記
当社グループの事業は、インフラ、インダストリー・モビリティ、ライフ、デジタルイノベーション、セミコ

ンダクター・デバイス及びその他の事業の6区分で報告セグメントが構成されており、当社のマネジメントが経営
資源の配分の決定及び業績の評価に定期的に使用していることから、これらのセグメントで計上する収益を売上
高として表示しております。
売上高は、顧客の所在地に基づき地域別に分解しております。これらの分解した売上高と各セグメントの売上

高との関連は以下のとおりとなります。
（単位：百万円）

日本
海外

連結合計
北米 アジア 欧州 その他 計

インフラ 1,121,644 260,491 38,930 17,111 13,247 329,779 1,451,423
インダストリー・
モビリティ 650,349 260,342 530,136 200,182 13,846 1,004,506 1,654,855

ライフ 859,983 320,088 528,969 494,612 82,902 1,426,571 2,286,554
デジタル
イノベーション 85,257 1 ― ― ― 1 85,258

セミコンダクター・
デバイス 67,454 11,639 115,867 63,463 504 191,473 258,927

その他 147,694 217 9,816 2 1 10,036 157,730
連結合計 2,932,381 852,778 1,223,718 775,370 110,500 2,962,366 5,894,747

１１．その他の注記
(1)その他の損益（△損失）

当連結会計年度におけるその他の損益（△損失）には、特別退職金△105,398百万円、子会社売却益16,947
百万円及び土地売却益11,834百万円が含まれております。特別退職金は、ネクストステージ支援制度特別措置の
実施に伴う退職支援一時金の支給及び希望者を対象とした再就職支援サービスに伴う費用等であります。

(2)企業結合に関する注記
（三菱電機ミドルイースト・アフリカ・アンド・シーアイエス社の株式取得）

当社は、中東地域を中心に昇降機の販売、据付、保守、リニューアルを行う関係会社である三菱電機ミドルイ
ースト・アフリカ・アンド・シーアイエス社について、全持分（当社の既存持分を除く）を2025年11月19日に
取得し、完全子会社化しました。
①企業結合の概要
(ⅰ)被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 三菱電機ミドルイースト・アフリカ・アンド・シーアイエス社（Mitsubishi Electric

Middle East Africa and CIS Co. L.L.C. 以下、MMAC社）
（注）MMAC社は2025年12月18日付で、エージー・メルコ・エレベーター社（AG

MELCO Elevator Co. L.L.C.）から社名を変更しております。
事業の内容 昇降機の販売・据付・保守・リニューアル

(ⅱ)企業結合を行った理由
MMAC社は1975年の設立時から三菱昇降機の代理店として当社製昇降機の販売を手掛け、中東地域を中

心に南アジアやアフリカ及び中央アジア地域に順次進出してきました。進出地域の拡大とともに各地域の主
要なランドマークプロジェクトに多数携わるなどの実績を重ね、各市場での強固なビジネスネットワークと、
他社製品に対応するマルチブランド保守・リニューアルに関する技術力とノウハウを獲得してきました。今
回のMMAC社の完全子会社化により、経営資源の一体化と事業運営の効率化を図り、市場競争力の強化を図
ります。

(ⅲ)企業結合日
2025年11月19日

(ⅳ)企業結合の法定形式
当社による現金を対価とする株式取得

(ⅴ)取得した議決権比率
追加取得前の議決権比率 49%
企業結合日に追加取得した議決権比率 51%
追加取得後の議決権比率 100%

②段階取得に係る差益
当社グループが取得日直前に保有していた49%の資本持分を取得日の公正価値で再測定した結果、段階取得

に係る差益28,497百万円を連結損益計算書の「持分法による投資利益」に計上しております。
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③取得対価の公正価値及びその内訳
(単位：百万円)
金額

支払対価の公正価値（現金） 41,785
取得日直前に保有していた持分の公正価値 34,411
合計 76,196

④企業結合日に取得した資産及び引き受けた負債の公正価値
(単位：百万円)
金額

現金及び現金同等物 6,858
その他の流動資産 11,837
非流動資産（注1） 32,143
流動負債 12,324
非流動負債 7,155
小計：取得資産及び引受負債の公正価値（純額） 31,359

のれん（注2） 44,837
合計 76,196

（注）1．非流動資産に配分された主な無形資産の内訳は、受注残971百万円及び顧客関連資産29,746百万円であ
ります。当該無形資産の公正価値は、超過収益法を用いて算定しております。

2．のれんは、主に、期待される将来の超過収益力の合理的な見積りにより発生したものです。当該のれん
について税務上、損金算入を見込んでいる金額はありません。

⑤取得に伴うキャッシュ・フロー
(単位：百万円)
金額

取得により支出した現金及び現金同等物 41,785
取得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 6,858
差引 34,927

⑥当社グループに与える影響
当該企業結合に係る取得日以降の損益情報及び当該企業結合が期首に行われたと仮定した場合の損益情報は、

連結損益計算書に与える影響額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、当該企業結合が期首
に行われたと仮定した場合の損益情報は、監査法人の監査を受けておりません。

（Nozomi Networks, Inc.の株式取得）
当社は、2025年9月9日付で、電力・電鉄などの社会インフラや自動車などの製造業を中心とした幅広い顧

客にOT（Operational Technology：制御・運用技術）セキュリティソリューションを提供する米国の
Nozomi Networks, Inc.（以下、Nozomi社）の全持分（当社の既存持分を除く）を取得し完全子会社化する
合併契約を締結しました。当該契約に基づき、2026年1月28日に当社はNozomi社を完全子会社化しました。
①企業結合の概要

当社は、本取引のために設立した米国における完全子会社（特別目的会社）であるNirvana Merger Sub,
Inc.とNozomi社の合併を通じて、Nozomi社の買収（逆三角合併）を実施しました。これにより、当社は存
続会社であるNozomi社の発行済株式の100％を取得し、Nozomi社は当社の完全子会社となりました。
(ⅰ)被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 Nozomi Networks, Inc.（Nozomi社）
事業の内容 OTセキュリティソリューションの開発・販売

(ⅱ)企業結合を行った理由
今回のNozomi社の完全子会社化により、当社が強みを持つOT領域でのソリューションと、グローバル

トップクラスのOTセキュリティ技術を有するNozomi社の強みを融合させることで、当社のセキュリティ
事業を抜本的に強化し、グローバルNo.1のOTセキュリティソリューションプロバイダーを目指します。ま
た、両社の多種多様な顧客基盤からNozomi社の侵入検知・可視化プラットフォームを介して得られるデー
タを活用し新たなサービスをお客様と共創することで、当社のデジタル基盤「Serendie」関連事業の飛躍
を図り、お客様のDXを安全かつ確実に支援するサービスや価値を提供していきます。
(ⅲ)企業結合日
2026年１月28日

(ⅳ)企業結合の法定形式
現金を対価とする「逆三角合併」による株式取得

(ⅴ)取得した議決権比率
追加取得前の議決権比率 7%
企業結合日に追加取得した議決権比率 93%
追加取得後の議決権比率 100%
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②段階取得に係る差益
当社グループが取得日直前に保有していた７%の資本持分を取得日の公正価値で再測定した結果、段階取

得に係る差益26百万円を連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の
公正価値変動額」に計上しております。

③取得対価の公正価値及びその内訳
(単位：百万円)
金額

支払対価の公正価値（注） 130,471
取得日直前に保有していた持分の公正価値 8,389
合計 138,860

（注）支払対価の公正価値には、現金により株式を取得した公正価値123,996百万円及び支払を留保している株
式の公正価値6,475百万円が含まれております。支払を留保している株式に関する債務はその他の金融負
債として計上しております。

④企業結合日に取得した資産及び引き受けた負債の公正価値
取得資産及び引受負債の公正価値及びのれんについては、企業結合日時点における識別可能資産及び負債

の特定及び公正価値の見積りが未了であり、取得原価の配分が完了していないため、現時点で入手可能な合
理的な情報等に基づき暫定的な会計処理を行っております。

(単位：百万円)
金額

現金及び現金同等物 7,160
その他の流動資産 14,483
非流動資産 2,165
流動負債 9,793
非流動負債 5,574
小計：取得資産及び引受負債の公正価値（純額） 8,441

のれん（注） 130,419
合計 138,860

（注）のれんは、主に、期待される将来の超過収益力の合理的な見積りにより発生したものです。当該のれん
について税務上、損金算入を見込んでいる金額はありません。

⑤取得に伴うキャッシュ・フロー
(単位：百万円)
金額

取得により支出した現金及び現金同等物 123,996
取得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 7,160
差引 116,836

⑥当社グループに与える影響
当該企業結合に係る取得日以降の損益情報及び当該企業結合が期首に行われたと仮定した場合の損益情報

は、連結損益計算書に与える影響額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、当該企業結合
が期首に行われたと仮定した場合の損益情報は、監査法人の監査を受けておりません。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（２０２５年４月１日から ２０２６年３月３１日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計圧縮記帳

積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

期首残高 175,820 181,140 ― 181,140 43,955 7,311 300,000 1,130,437 1,481,703 △71,823 1,766,841
事業年度中の変動
額
剰余金の配当 ― △113,621 △113,621 △113,621

当期純利益 ― 353,203 353,203 353,203

自己株式の取得 ― ― △101,426 △101,426

自己株式の処分 579 579 ― 2,160 2,740
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ―

事業年度中の
変動額合計 ― ― 579 579 ― ― ― 239,581 239,581 △99,265 140,895

期末残高 175,820 181,140 579 181,719 43,955 7,311 300,000 1,370,018 1,721,285 △171,089 1,907,736

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・
換算
差額等
合計

期首残高 18,945 8 18,954 1,785,795
事業年度中の変動
額
剰余金の配当 ― △113,621

当期純利益 ― 353,203

自己株式の取得 ― △101,426

自己株式の処分 ― 2,740
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 2,595 △10 2,584 2,584

事業年度中の
変動額合計 2,595 △10 2,584 143,479

期末残高 21,541 △2 21,538 1,929,275
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１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品・原材料……総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
仕 掛 品……個別生産によるものは個別法による原価法、その他は総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．有価証券の評価基準及び評価方法
(1)子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
(2)その他有価証券
・市場価格のあるもの……事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のないもの……移動平均法による原価法

３．有形固定資産の減価償却の方法は、定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。

４．引当金の計上基準
(1)貸 倒 引 当 金……受取手形・売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

(2)製 品 保 証 引 当 金……製品のアフターサービスによる費用支出に備えるため、過去の実績を基準として発
生見込額を計上しております。

(3)受注工事損失引当金……当事業年度において見込まれる未引渡工事の損失に備えるため、当該見込額を引当
計上しております。

(4)退 職 給 付 引 当 金……社員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
なお、過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による按
分額を費用処理しています。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による按分
額を翌期より費用処理することとしています。

(5)海外投資等損失引当金……海外投資等に係る損失の発生に備えるため、投資先の財政状態等を斟酌して今後発
生する可能性のある損失見積額を引当計上しております。

(6)役員退職慰労引当金……取締役及び執行役への退任慰労金支出に備えるため、内規を基礎として算定された
当事業年度末の見積額を引当計上しております。

５．収益及び費用の計上基準
当社は、利息及び配当収益等を除き、以下の5ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との

交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。
ステップ1：顧客との契約を識別する。
ステップ2：契約における履行義務を識別する。
ステップ3：取引価格を算定する。
ステップ4：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ5：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。
家庭電器・半導体・産業用機器等の大量生産製品は、顧客が製品を受け入れた時点で収益を計上しております。

一部の検収を必要とする製品は、顧客が製品を受け入れ、当社が当該製品に関して所定の性能が達成されている
ことを実証し、顧客による最終的な動作確認のうち重要となり得ないものを残すのみとなった時点で収益を計上
しております。取引の対価は、履行義務を充足したのち概ね1年以内に受領しております。
保守契約は、契約期間にわたり保守を実行し、その期間に応じて収益を計上しております。
一定の要件を満たす特定の工事請負契約は、進捗度を合理的に測定できる場合には、当該進捗度に応じて収益

を計上しております。進捗度を合理的に測定できない場合には、原価回収基準を適用しております。進捗度は、
当事業年度までの発生費用を工事完了までの見積総費用と比較することにより測定しております。工事完了まで
の見積総費用については、工事の進捗等に伴い発生費用に変更が生じる可能性があることから、その見積り及び
仮定を継続的に見直しております。
収益を認識する金額は、製品又はサービスと交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映した金額としており

ます。製品、機器、据付及び保守等の組み合わせを含む複数の要素のある取引契約については、提供された製
品・サービス等が単品として独立の価値をもつ場合に、各構成要素を個別の履行義務として取り扱い、各構成要
素の独立販売価格の比に基づいて取引価格を配分しております。
リベート、値引き等、事後的な対価の変動を含む取引契約については、見積りと実績に重要な乖離が生じない

範囲で当該変動価格を考慮し、取引価格を決定しております。
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６．グループ通算制度を適用しております。

７．表示方法の変更
前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めておりました「電子記録債権」は、受取手形の残高が

ないため、当事業年度より電子記録債権として表示しております。

８．会計上の見積り
当社の計算書類の金額に重要な影響を与える可能性のある主要な会計上の見積り及び仮定を含む項目及びその

残高は以下のとおりであります。
なお、見積りの内容は連結計算書類の注記表と同一のため、記載を省略しております。
(1) 一定の期間にわたり履行義務を充足する契約における見積総費用

当社の売上高は2,355,541百万円であり、このうちの一部が工事請負契約に基づき進捗度に応じて計上し
ている収益であります。

(2) 引当金
受注工事損失引当金 17,519百万円
製品保証引当金 47,227百万円

(3) 有形固定資産及び無形固定資産 563,411百万円
(4) 繰延税金資産 105,053百万円
(5) 前払年金費用 246,872百万円
(6) 投資有価証券及び関係会社株式 898,331百万円

９．有形固定資産の減価償却累計額 1,350,465百万円
なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

１０．保証債務 13百万円
社員（住宅資金融資） 13百万円

１１．関係会社に対する短期金銭債権 670,177百万円 長期金銭債権 6,516百万円
関係会社に対する短期金銭債務 871,053百万円 長期金銭債務 13,282百万円

１２．関係会社に対する売上高 1,261,555百万円
関係会社よりの仕入高 1,129,087百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 49,990百万円

１３．当事業年度末の発行済株式 普通株式 2,113,201,551株

１４．当事業年度末における自己株式 普通株式 66,765,775株
（注）役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託口が保有する当社株式1,298,369株を含めております。
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１５．配当に関する事項
(1)配当金支払額

決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2025年 5 月13日

取締役会決議 62,318百万円 30円00銭 2025年 3 月31日 2025年 6 月 3 日

2025年10月31日
取締役会決議 51,302百万円 25円00銭 2025年 9 月30日 2025年12月 2 日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2026年 5 月13日
取締役会決議 61,432百万円 30円00銭 2026年 3 月31日 2026年 6 月 2 日

１６．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
繰延税金資産 未払賞与等 129,757百万円
繰延税金負債 退職給付信託設定益等 △24,704百万円
繰延税金資産の純額 105,053百万円

１７．関連当事者との取引

属性 会社名 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 三菱電機
ヨーロッパ社 直接100％ 当社の製品を販売

している。
当社製品の
販売（注） 175,096 売掛金 72,183

子会社
三菱電機
住環境

システムズ
株式会社

直接73％
間接27％

当社住宅設備機器
及び家庭電気機器
を販売している。

当社製品の
販売（注） 228,554 売掛金 54,907

（注）当社製品の販売については、価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上決定しております。

１８．１株当たり純資産額 942円75銭
１株当たり当期純利益 171円78銭

１９．固定資産売却益11,423百万円は、土地売却益であります。

２０．特別退職金65,370百万円は、ネクストステージ支援制度特別措置の実施に伴う退職支援一時金の支給及び希望者
を対象とした再就職支援サービスに伴う費用等であります。

２１．投資有価証券評価損35,444百万円は、Silicon Carbide LLCの持分の評価損であります。

２２．減損損失649百万円は、有形固定資産の減損によるものであります。

以上
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